
所管課

【長期総合計画体系】

１　補助の目的

２　成果指標

３　補助対象事業・補助対象者

４　補助対象（外）経費

５　補助率・補助限度額、積算根拠

６　補助期間（期間終了後の継続及び終了の判断は、必要性や成果等の検証により行う）

糸島市補助金設計書

人権・男女共同参画推進課

補助金名称 人権・同和教育推進校区事業補助金

区分 ②奨励・支援的事業補助

該当例規等
糸島市人権・同和教育推進補助金交付規程、糸島市人権・同和教育推進協議
会規約、部落差別解消推進法

基本目標５＿みんなの力で進める協働のまちづくり

政策３＿人権･同和教育の推進

施策⑧＿人権問題解決のための啓発活動を推進する

　中学校区単位で、小学校と中学校の連携及び学校と地域の連携を図り、校区が一体と
なって子どもたちの生きる力を育み、人権・同和教育の推進により、同和問題をはじめと
する様々な人権問題の解決を図る。

成果指標：連携事業の充実、小中校連携会議の定例化
目標値：小中校連携会議年間計１６回以上

補助対象事業
　各中学校区単位で実施される人権・同和問題啓発・教育事業（例えば小学校（６年生担
当）と中学校との連携、小学校と地域の見守り活動等の連携、人権フェスタ等）
補助対象者
　中学校区事業（代表：各中学校長）

補助対象経費
・研修費
・旅費
・需用費
・役務費
・使用料及び賃借料
・備品購入費 等
 

補助率：100%
上限額：総額１，６０５千円
※人権・同和教育推進校区事業は、糸島市人権・同和教育推進協議会規約第６条で学校人
権・同和教育研究委員会の中学校校区単位で推進する事業であり、本市の人権・同和教育
の推進に公益性が高く、市の施策に必要なものであり、同規約第９条で市同協の経費は、
市費及びその他の収入を持って充てるとしているが自主財源はなく、補助率の例外を適用
しなければ、補助目的を十分に実現できないため。

令和２年度まで


